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 不動産事業法の施行日(2015 年 7 月 1 日)以降、ベトナム当局は、不動産事業法の一部の規定の施行に関する政令第

76/2015/ND-CP 号(以下「政令 76 号」という。)を始め、その実施を強化するために様々な法律文書を発出してきた。しかし、昨

年、不動産事業法及び投資法が改正されたことにより、これらの法律と政令 76 号との間に齟齬が生じることとなった。 

 

 そこで、政府は、2022 年 1 月 6 日に政令第 02/2022/ND-CP 号(以下「政令 02 号」という。)を発出した。政令 02 号は、政令 76

号に替わり、2022 年 3 月 1 日から施行される。 

 

 本ニューズレターでは、政令 02 号の注目すべきポイントを紹介する。 

 

1. 不動産事業の条件の改定・明確化 
 

 不動産事業法の改正に伴い、不動産事業会社の満たすべき法定最低資本金制度(従前は200億ベトナムドン(約1億円相当)とさ

れていた。)が廃止された1。政令02号は、当該改正との一貫性を保つため、政令76号の関連規定を削除している2。 

 

 土地法及びその下位規則に基づき、不動産開発プロジェクトの投資家に選定された者は、20ha未満の土地を使用するプロジェ

クトについては総投資資本の20％以上、20ha以上の土地を使用するプロジェクトについては総投資資本の15％以上に相当する

資本を有しなければならないものとされている。政令76号にはなかったものの、政令02号は上記と同様の規制を定めている3。そ

の結果、土地法及び不動産事業法において自己資本規制が重複することとなるが、実務上の影響はないものと考えられる4。 

 

 不動産事業会社は、会社のウェブサイト及び(取引所を通じて取引される場合は)立会場において、以下の情報を公表し、随時

更新しなければならないという新たな規制が導入された5。 

 

(i) 会社に関する情報(会社名、住所、法定代表者及び電話番号) 

(ii) 取引不動産に関する情報 

(iii) (該当する場合)取引されている住宅、建設工事及び不動産プロジェクトに係る抵当権に関する情報、及び 

(iv) 取引不動産の数量及び種類に関する情報(売却、譲渡又は割賦販売(所有権留保付)ごとの情報) 

 

 新たな情報開示規制により、不動産市場の透明性が高まり、顧客にとって不正・誤解を招く取引が減少することが期待されてい

                                                   
1 投資法第 75.2 条(a) 

2 政令 02 第 4.1 条 

3 政令 02 第 4.2 条 

4 参考までに、土地法の改正も検討中であり、この点について調整される可能性がある。 

5 政令 02 第 4.1 条(b) 
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る。 

 

 既存の企業(小規模かつ非継続的な事業6を除く。)について、政令02号は、2022年3月1日から6か月以内に上記の全ての要件を

満たすことを義務付けており、これを満たさない場合は、不動産事業の継続が認められない7。 

 

2. 不動産取引契約の法定のひな形 
 

(a) 従来の規制 

 

 政令76号では、不動産事業に適用される契約のひな形は、参考に過ぎず、当事者は、いかなる不動産取引においてもひな形を

利用することが義務づけられていなかった。 

 

(b) 変更点 

 

 政令02号は、以下の不動産取引に適用される契約のひな形を定めている8。 

 

(1) アパートの売却・割賦販売(所有権留保付)契約 

(2) 宿泊設備を有する旅行者向けアパート(いわゆる「コンドテル」)又はオフィス用アパート(いわゆる「オフィステル」)の売却・割

賦販売(所有権留保付)契約 

(3) 住宅の売却・割賦販売(所有権留保付)契約 

(4) 上記(1)、(2)又は(3)以外の建設工事の売却・割賦販売(所有権留保付)契約 

(5) 住宅その他建設工事のリース契約 

(6) 土地使用権の譲渡契約 

(7) 土地使用権の賃貸借・転貸借契約 

(8) 不動産プロジェクトの全部又は一部の譲渡契約 

 

 ただし、このような契約ひな形には、法律及び社会倫理に違反しないことを条件として、当事者が一定の条件を柔軟に合意する

ことが認められている。 

 

 このような柔軟性はあるものの、当事者の定める条件は政府当局の解釈に服する点に留意する必要がある。起草段階におけ

る政令02号の当初の規定においては、プロジェクト譲渡契約が法定の契約ひな形に「適合していない」ことを理由に、許認可当局

がプロジェクト譲渡の申請を拒否する権利を持っていた点は注目に値する。幸い、このような拒否権は政令02号に正式には規定

されていないものの、実務上、許認可当局が関連する契約の検討過程で、新たな条件に対して異議を唱える可能性は否定できな

いものと考えられる。 

 

 法定の契約ひな形は、2022年3月1日以降に締結される契約に適用される。この要件は、譲渡の承認決定を待っている締結前

のプロジェクト譲渡契約にも適用される9。 

 

                                                   
6  破産や解散の取引など、特定の場合に不動産取引を行う人・組織を指す。 

7 政令 02 第 14.6 条 

8 政令 02 号第 6 条 

9 政令 02 号第 14 条 
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3. プロジェクト譲渡に関する苦情処理スケジュールの変更 
 

(a) 従来の規制 

 

 政令76号は、不動産プロジェクトの譲渡人がプロジェクト譲渡契約を締結する前に、顧客及びその他の関係者のすべての苦情

を解決することを要求していた。 

 

(b) 変更点 

 

 政令02号は、不動産プロジェクトの譲渡人の顧客及びその他の関係者のすべての苦情を解決する義務を依然として定めている

が、新たに、不動産プロジェクトの譲渡人は、プロジェクト譲渡契約の締結後、譲渡対象プロジェクトを譲受人に引き渡す前に、す

べての苦情を解決することが要求されている10。 

 

 この新しい規制は、苦情が存在する場合、苦情解決前にプロジェクト譲渡契約を締結することを可能にするため、当事者にとっ

てはより緩和された内容となっている。しかし、政令02号は、依然として、対象となる苦情の態様及び範囲並びに苦情の解決内容

を明確にしていない。したがって、苦情の内容を問わず、プロジェクトの引渡が中断・遅延する可能性は否定できない。また、プロ

ジェクトの引渡について、その定義及び完了の基準が不動産事業法や政令02号において明確に示されておらず、実務上問題と

なる可能性は否定できない。 

 

4. プロジェクトの譲受人が外国投資家の場合の考慮要素 
 

 政令02号は不動産プロジェクト譲渡の手順につき一部明確にしているが、この手順に、新たな要件が追加された。 

 

 具体的には、譲渡人が島又は国境地域に所在するプロジェクトを譲渡しようとする場合において、譲受人が外国投資家である

場合は、許認可当局は国防及び安全保障のため、国防省及び公安省の意見を聴取しなければならない11。 

 

 この規制は、M&A取引の当事者に国防及び安全保障に係る認証を得ることを義務付ける投資法の定めと整合するものである。

したがって、政令76号のもとでは可能であった、プロジェクト譲渡を通じてプロジェクトを取得することにより、外国投資家がM&A手

続を回避する行為を事実上防止することになる。また、省庁レベルでは、政令02号が国防・安全保障上の認証の期限やスケ

ジュールを定めていないため、実務上認証手続が大幅に長期化する可能性がある。 

 

 

 
  

                                                   
10 政令 02 号第 11.5 条 

11 政令 02 号第 13.1 条(c) 

当事務所では、クライアントの皆様のビジネスニーズに即応すべく、弁護士等が各分野で時宜にかなったトピックを解説したニューズレターを執筆し、

随時発行しております。N&A ニューズレター購読をご希望の方は N&A ニューズレター 配信申込・変更フォームよりお手続きをお願いいたします。 

また、バックナンバーはこちらに掲載しておりますので、あわせてご覧ください。 

 

本ニューズレターはリーガルアドバイスを目的とするものではなく、個別の案件については当該案件の個別の状況に応じ、日本法または現地法弁護

士の適切なアドバイスを求めていただく必要があります。また、本稿に記載の見解は執筆担当者の個人的見解であり、当事務所または当事務所の

クライアントの見解ではありません。 
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